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三大都市圏への転入超過数（1954-2014年）
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1980年代から東京圏への一極集中が始まる
（万人）

東京圏 ：東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県
名古屋圏：愛知県、岐阜県、三重県
大阪圏 ：大阪府、兵庫県、京都府、奈良県

出所：総務省統計局 住民基本台帳人口移動報告 2
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○首都圏への人口集中を諸外国と比較すると、日本のように首都圏の人口比率が高くかつ上昇を
続けている国は韓国の他にはみられない。

首都圏への人口集中の国際比較
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欧米諸国との比較欧米諸国との比較欧米諸国との比較欧米諸国との比較

日本（東京） 英国（ロンドン）

イタリア（ローマ） フランス（パリ）

ドイツ（ベルリン） アメリカ（ニューヨーク）

（首都圏人口／総人口、％）

（年）

(備考) UN World Urbanization Prospects The 2011 Revisionより作成。
(注) 各都市の人口は都市圏圏圏圏人口。ドイツ（ベルリン）、韓国（ソウル）は都市人口。

日本（東京）の値は2005年国勢調査「関東大都市圏」の値。中心地（さいたま市、千葉市、特別区部、横浜市、川崎市）とそれに隣接する周辺都市が含まれている。
＜参考＞韓国はＫＯＳＩＳ（韓国統計情報サービス）のソウル、インチョン、京畿道の合算値。
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東アジア諸国との比較東アジア諸国との比較東アジア諸国との比較東アジア諸国との比較

日本（東京） 韓国（ソウル）

＜参考＞韓国（ソウル＋インチョン＋京畿道） タイ（バンコク）

中国（北京） インドネシア（ジャカルタ）

フィリピン（マニラ）

（年）

（首都圏人口／総人口、％）

3出所：国土交通省出所：国土交通省出所：国土交通省出所：国土交通省 「国土のグランドデザイン２０５０「国土のグランドデザイン２０５０「国土のグランドデザイン２０５０「国土のグランドデザイン２０５０ 参考資料集」（参考資料集」（参考資料集」（参考資料集」（2014201420142014年年年年7777月）月）月）月） 18181818頁頁頁頁 http://www.mlit.go.jp/common/001050896.pdfhttp://www.mlit.go.jp/common/001050896.pdfhttp://www.mlit.go.jp/common/001050896.pdfhttp://www.mlit.go.jp/common/001050896.pdf



東京圏への転入者数と転出者数（５歳区分、2014年）
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１０代後半から２０代で大きな転入超過

転入者数 転出者数 転入超過数

4

（万人）

出所：総務省統計局 住民基本台帳人口移動報告



東京都への転入超過数（17～34歳、2014年）
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20代前半と30代前半で女性の転入超過が男性を上回る
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出所：総務省統計局 住民基本台帳人口移動報告

注：32歳の男女比は、男性が負数のため計算していない



東京都への男女別転入者数
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女性比率が持続的に高まる（万人） （比率）
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女／男 （右）

女（左）

男（左）

出所：総務省統計局 住民基本台帳人口移動報告 注：1958年は4～12月



東京都からの男女別転出者数
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女／男 （右）

女（左）

男（左）

出所：総務省統計局 住民基本台帳人口移動報告 注：1958年は4～12月



東京圏転入率と全国大学就職率（男女計）の関係(1954-2014年)
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出所：総務省統計局 住民基本台帳人口移動報告、文部科学省 学校基本調査
注：転入率＝転入者数（粗）／人口、就職率は大学のみ、短大は含まず、各年３月卒業
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失われた20年と東京圏転入（1992～2014年）

9

（備考）

・転入超過率＝（転入－転出）
／東京圏日本人人口

・経済成長率（年度）は１年遅
行、つまり前年度

（出所）
内閣府 国民経済計算

総務省 住民基本台帳人口
移動報告

バブル崩壊後を２期に分
けると、正の相関関係

前期から後期へは、転入
超過率が上方シフト
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集積の経済：県別人口密度と働き手あたり県内総生産

400

500

600

700

800

900

1000

1100

3 4 5 6 7 8 9

沖縄

北海道

岩手

千葉

鳥取

２０１０年度 東京

出所：総務省 国勢調査報告
内閣府 県民経済計算

備考：
１．横軸：人口密度（自然対数） 人／km2

２．縦軸：県内総生産（名目）／就業者数（全
産業） 万円／人

（人口密度、対数）

（
一
人
当
た
り
付
加
価
値
、
万
円
）

大阪

神奈川

埼玉

滋賀

（参考）
人口密度 生産性（万円）

東京 ６,０１６ １,０９８
大阪 ４,６７０ ８８４
神奈川 ３,７４５ ８５６
埼玉 １,８９４ ７２８
千葉 １,２０６ ８１１
沖縄 ６１２ ６１３
滋賀 ３５１ ９１３
鳥取 １６８ ６０９
岩手 ８７ ６０６
北海道 ７０ ７６０
全国平均 ３４３ ８１４

(ｒ=0.614)
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労働生産性（レベル）の比較
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出所：経済産業研究所（ＲＩＥＴＩ） 都道府県別産業生産性（Ｒ－ＪＩＰ）２０１４

（全国平均との対比、対数値）



ＴＦＰ（全要素生産性）の比較 （産業計）
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（全国平均との対比、対数値）

出所：経済産業研究所（ＲＩＥＴＩ） 都道府県別産業生産性（Ｒ－ＪＩＰ）２０１４



県別ＴＦＰ（2009年）と社会増加率（2005-10年）の関係
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出所：経済産業研究所（ＲＩＥＴＩ） 都道府県別産業生産性（Ｒ－ＪＩＰ）２０１４

国立社会保障・人口問題研究所、社会増加率＝（５年間の人口増－自然増）／期首人口（％）

東京



ＴＦＰの相対的な比較 （サービス業、民間）
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（全国平均との対比、対数値）

出所：経済産業研究所（ＲＩＥＴＩ） 都道府県別産業生産性（Ｒ－ＪＩＰ）２０１４



労働の質の比較
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（全国平均との対比、対数値）

出所：経済産業研究所（ＲＩＥＴＩ） 都道府県別産業生産性（Ｒ－ＪＩＰ）２０１４

注：学歴、年齢、性別などの属性に基づき、各年、東京都＝１として指数化



東京圏の総人口と高齢者（2040年への予測）

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

100,000

105,000

110,000

115,000

120,000

125,000

130,000

2010年 2015 2020 2025 2030 2035 2040

総人口

全国 東京圏 東京都

東京圏（右）

東京都（右）

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

11,000

12,000

30,000

31,000

32,000

33,000

34,000

35,000

36,000

37,000

38,000

39,000

40,000

2010年 2015 2020 2025 2030 2035 2040

６５歳以上人口

全国 東京圏 東京都

東京圏（右）

東京都（右）

33.5

36.1

23.1

16出所：国立社会保障・人口問題研究所 「日本の地域別将来推計人口（2013年３月推計）」

（千人） （千人）

全国（左）

全国（左）

24.3

29.1

26.8

数値は、65歳以上人口比率


